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1 平成5年度 盲 ･ろう ･養護学校､中学校特殊学級卒業生の進路
(1)盲 ･ろう･養護学校中学部卒業生 (単位 :人,()%)
高等学校 冒.ろう.養護学校高等部 各種学校 就 職 共同作業 施 .設 家 居 令.汁
ll_(6.6) 133(79.6) 0(0.0) 0(0.0) o(ら.o) 20(12.0) 3(1.8) 167
(2)盲 ･ろう･養護学校高等部卒業生 ※盲学校は､普通科のみ (単位 :人,()%)
冒.ろう.専攻科等 短 大 各種学校 就 職 共同作業 施 設 家 居 合 計
5(3.0) ･0(0.0) 1(0.6) 81(48.2) 27(16.1) 45(26.8) 9(5.3) 168
(3)盲学校高等部保健理療科卒業生 (単位 :人,()%)
専 攻 科 _ 就職.開業 家 _居 合 計
(4) 盲学校専攻料理療科卒業生 (単位 :人,()%)
短大各種学校 . 就職.開業 家 虐 a . it
(5) 中学校特殊学級卒業生
高等学校 育.ろう.養護学校高等部 各種学校 革 職 共同作業所 .施設 家 居 合 計
-50-
2 盲 ･ろう ･養護学校､中学校特殊学級卒業生の進路の年度別推移
(1)盲 ･ろう･養護学校中学部卒業生 (単位:人)
年 度 高等学校 育 .ろう.養護学校高等部 各種学校 就 職 共同作業所･施設 家 居 合 や
昭和63 10(6%). 99(55%) -3(2%) 3(2%) .45(25%) 17(10%) 177
平成元 9(5%) ･113(68%) 2(1%). 3(2%) 31(19%) 9(5%) 167
平成2 12(8%) 109(68%) 1(1%) 5(3%) 23(14%) 10(6%) 160
平成3 10(6%) 135(79%) 0(0%) 0(0%) 21(12%) 5(3%) 171
平成4 8(5%) 119(78%) 0(0%) 0(0%) 21(14%) 4(3%) :152
中底5 ll(6%) 133(80%) 0(0%) 0(0%) 20(12%) 3(2%) 167
(2)盲 ･ろう･養護学校高学部卒業生 (単位 :人)
年 度 冒 .ろう.専攻科等 短大 .各種学校 就職 .開業 共同作業所･施設 衣 .居 合 計
昭和63 9(6%) 1(1%) 76(46%) 62(38%) 14(9%) 162
平成元 ll(7%) -3(2%) '63(43%) 57(38%) 15(10%) 149
中頃2 6(4%) 2(1%) 82(50%) 60(36%) 15(■99i) 165
平成3 8(5%) 6(4%) 78(47%) 65(40%) 7(4%) 164
平成4 8(5%) 4(2%) .83(48%) .73(42%) 5(3%) 173
(3)中学校特殊学級卒業生 (単位 :人)
年 度 高等学校 育 .ろう.養護学校高等部 各種学校 就 職 共同作業所･施設 家 居 _ 合 五
昭和63 142(38%) 65(1.8%) 14(4%) 114(31%) 2(1%) 29(8%) 366
平成元 104(32,め 65(20%) 18(5%) 101(31姶 3(1%) 36(11%) 327
平成2 139(42%) 71(21%) 19(5%) 89(27%) 1(1%) 15(4%) 334
平成3 135(39%) 51(15%) 19(6%) 116(33%) 4(1%) 19(6%) 344
平成4 156(44%) 53(15%) 26(7%) 98(28%) 3(1%) 19(5%) 355
平成5 135(41%) 85(25%) 24(7%) 69(21%) 0(0%) 19(6%) 332
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昭和63年度～平成5年度集計表 ;
① 盲 ･ろう･養護学校中学部卒業生と中学校特殊学級卒業生の進路状況 (単位:人)
也 @ ③ =､ ④ ⑤ ⑥ @ @
区分 高等学校 育 .ろう.養護学校高等部 各種学校 就職 共同作業.所 .施設 家居 合 計 .
盲 .ろう.養護学校中 60 ● 708 6 ll 161 48 994
学部卒業生(%) (6.0) (71.2) (0.6) (1.1) (16.2) (4.9) (100.0)
中学校特殊学級卒業生(%) 811 390 120 587 15 137 2,058
(39.4) (19.0) (5.8) (28.5) (0.6) (6.7) (100.0)
合計 871 1,098 126 598 174 185 3,052
② 盲 ･ろう･養護学校高等部卒業生進路状況 (単位:人)
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家居の理由
Na 学 校 名 男 女 合計 家居になった理由 No. 学 校 名 男 女 合計 ､家居になった理由
12 伊那養護学校諏訪 轟 01 1 訪問教育記入なし 3 安曇養護学校 1 0 1 訪問教育
1 長野養護学校 2 0 2 適所施設入所待ち 男 4 諏訪養護学校 1 01 就職待ち 男
適所施設入所待ち 男 5 稲荷山養護学校 1 2 3 施設入所待ち 女2就職待ち 男2 松本養護学校 1 01 四賀アイアイ かなえられず施設入所待ち
Ⅳα地区名 中学校名 家 居 古手.な っ た 理 由 Na地区名 中学校名 家 居 に な っ た~理 由
1 佐 久上 小諏 訪 小諸東 中 卒業時進路未決定､就職の予定 (男) ll 松 本 旭 町 中 伊那技術専門校不合格のため (男)
3 上田第五中 特記事項なし (男) 13 上高井 小布 施 中 不登校のため家業に就く (解体)(男)
45 東 部岡谷北部 ヰ国帰国子女o集団生活に不適応o実習先へ 14 下高井 高 社 不登校のため家業に就く (農業)(男)
の入社を本人拒否○就職待ち (女) 15 上水内 信 濃 中 就職希望だが卒業時進路未決定
家庭と学校の考えの不一致就職待ち (男) 6 長 野 東 北p 卒業時進路未決定o家事手伝い (男)
6 上伊那下 飯 島 中 自営手伝い (男) 1789 楼 ケ岡 中川 中 島篠ノ井西 卒業時進路未決定o施設又は作業所へ進路指
8 東 部 中 病気治療中 (女) 長野養護学校高等部に合格したが､家庭の事
910 飯 田東 中松 川 不登校傾向○生活意欲が高まる指導段階 情により家居 (女)
(男) 不登校 (5年度登校なし)ため､卒業時進路
(3)障害児教育におけるフォロー･アップの現状と問題点















































以上､障害児教育 ｢N養護学校 (精神薄弱児)とH養護学校 (肢体不自由児)を中心にして｣にお
いて､最も基本となる､将来､障害児が社会に出てからの生活自立を維持するための模索を試みたも
のであるが､この模索で見えてきたことは､次のようなことと考える｡すなわち､
1.障害児教育における保護者･教師と社会とのすれ
保護者･教師の考えは､学校教育後の障害児達が､社会で､出来るだけ､直ぐにも､それなりの
"役にたっ〝存在になることに､焦慮感を､比較的強く持って対処しようとしている｡
特に､保護者である母親の障害児に対する思いの､非常に強いことは､先のアンケート調査でも､
はっきりと示されているが､他の調査でも､障害児の母親の不安感と思いは､強いものがある｡
これに対し､一般社会人 (雇用者･福祉関係者など､直接､障害児達を受け入れる立場の人達を
含む)の考えは､障害児の生活自立 ("役にたつ〝存在を含めて)は､まず､自分の身の回りの日
常生活の最低限度のことが出来れば良い､としており､その後の障害児と社会の人々との ｢擁い合
う心｣を持った交流により､いわゆる "役にたっ〝ことは､発展的に実施可能である､としている｡
こーの両者の同一障害児に対する考えの "ずれ〝の解消にとって､進路指導を伴った教師の役割は
大きいのである｡
2.障害児教育でのカリキュラムのポイント
障害児教育においてのカリキュラムの実際は､N養護学校もH養護学校も､障害児の実態が､様々
であることから､教育現場の対応には､大変な苦慮をしている実態であることが､よく察知できる
が､マン･ツー･マン的対応は､理想的であるが､現状では､困難であることから､N養護学校の
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事例からも伺われるように､障害児の個々の長所を伸ばして､より社会性を帯びたカリキュラム編
成に､方向付けることが必要と考える｡
また､一策として､保護者 ･教師･福祉関係者 ･社会人が､ともに該当障害児のカリキュラム編
成について､個々にきめ細かく討議していくことも考えられる｡
3.障害児教育での "家居■の問題
障害児教育においての大きな問題として､ "家居〝､すなわち､在宅障害児と化すことがある｡
これは､障害児の障害の問題も含めて､複雑な事情もあることではあるが､養護学校修了後のフォ
ロー･アップとしては､忘れてはならないことである｡
しかし､学校教育と社会との谷間に､一旦陥ると､立ち上がりが､非常に困難であると言える｡
そこで､｢社会福祉協議会｣等をはじめ､障害児のヘルプ機関､一種の "なんでも相談機関〝と
して､｢障害児 (者)自立支援相談センター (仮称)｣の設置を考えるものである｡
4.障害児教育への福祉理念の導入
昨今､福祉時代の到来と言われてきているが､教育も福祉の一環であり､今後とも､更に､充実
強化されて行かなければならないものである｡
そういった現状にあって､障害児教育福祉については､難問の山積という感があり､何かと取り
残されている状況と考える｡
障害児が､実社会に出て､ごく当たり前の生活が可能であるのか､どうか｡
これは､当事者のみならず､全ての人々が考え､努力していかなければならない問題である｡そ
こに､教育福祉の精神を､今以上に定着させていくことが大切と考える｡
このような見地に立って､障害児教育のカリキュラムに焦点を当てて､その編成･実施について
は､障害児の現状と将来を見通しながら､社会との接触を積極的に取り入れる一方で､障害児自身
に ｢障害児の自適ルール｣を掴ませることに重点を置くことと考える｡
そして､種々論述してきたように､一般社会の人々を含めて､障害児教育全般にわたり､｢さり
げない親切｣ ･｢掩い合う心｣､そして､それらが織りなす心の広い ｢大きな受け皿｣精神と実行
を目的とすることである｡
その意味で､障害児教育としての学校教育の補完も､障害児の一生のために考慮することであり､
これは､｢障害児 (者)自立支援相談センター (仮称)｣において､誠意を持って､積極的に推進し
ていくことと考える｡
最近､福祉というと､よく口にされる活動機関がある｡それは､社会福祉協議会であるが､これ
について､大橋謙策氏 (※社会福祉セミナ一･日本放送出版協会 ･社会福祉協議会の役割参照)の
言によると､『1990年の社会福祉関係8法改正により､日本の社会福祉は市区町村における在宅福
祉サービスを軸にした地域福祉の計画的実施の時代に入りましたが､そこで､大きな役割が期待さ
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れる機関の一つとして社会福祉協議会があります｡社会福祉協議会は全国レベルでも､都道府県レ
ベルでも､市区町村レベルでも設置されているため､名称が同じである以上その活動内東と性格も
同じだと考えられがちです｡
市区町村レベルの社会福祉協議会は正式には1983年の社会福祉事業法の改正ではじめて明確に法
定化され､その後､1990年の社会福祉県警8法改正のなかで都道府県レベルの社会福祉協議会との
違いが法律上明確化されました｡そして､1992年の改正で地域福祉推進において欠かせない地域住
民の理解と協力を得る業務を行う機関として位置づけられるようになったのです｡
したがって､社会福祉協議会とはいっても市区町村レベルの社会福祉協議会と都道府県レベルの
社会福祉協議会とは実質的に違いがあること､それらの組織は同じ組織の本部と支部という組織関
係ではないことを理解することが重要です｡
市区町村の社会福祉協議会は､当該市区町村にある社会福祉事業､更生保護事業を行うものの過
半数が参加していることを前提にし､社会福祉事業法第74条でその性格･目的が､
① 社会福祉を目的とする事業に関する調査
② 社会福祉を目的とする事業の総合的企画
③ 社会福祉を目的とする事業に関する連絡､調整及び助成
④ 社会福祉を目的とする事業に関する普及及び宣伝
⑤ 社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業
⑥ 社会福祉に関する活動への住民の理解と参加のための援助
⑦ 社会福祉を目的とする事業を企画し､及び実施するようにつとめること
と規定されています｡--1990年の社会福祉関係8法改正以降､社会福祉行政が､｢市区町村｣に
おける在宅福祉サービスを軸にした地域福祉の推進の計画的実施｣が基本となり､市区町村社会福
祉協議会が在宅福祉サービスの実施を行える団体になったことにより､市区町村レベルの社会福祉
協議会と都道府県レベルの社会福祉協議会とは大きく性格上､もしくは目的上異なる団体となった
ということができます｡
市区町村の社会福祉協議会は従来､ややもすると社会福祉団体の連絡･調整･助成活動のみに埋
没し､一般住民からは見えにくい団体として存在していました｡また､そのために社会福祉行政の
肩代わりをしたり､下請け的活動をしているだけという側面がなきにLもあらずといった状況でし
た｡あるいは､社会福祉協議会は当該地区内の社会福祉事業と更生保護事業を行うものの過半数を
参加させることという法的規定を単純に遵守する､一般住民に閉ざされた､社会福祉関係者だけの
組織形態になっていたきらいもなきにLもあらずでした｡--地域福祉とは､在宅福祉サービスを
制度化し､施設福祉サービスを整備しつつ､近隣住民の社会福祉への関心と理解を深め､インフォー
マルケアを組織化し､それらのサ-ビス活動を総合的に提供することによって地域住民の自立生活
を援助する活動ということができます｡したがって､地域福祉を推進するには行政の責任だけでは
達成できず､住民の理解と参加を促進する活動が重要な位置と役割を担うことになります｡その役
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割が市区町村レベルの社会福祉協議会に期待されているということができます｡しかしながら､全
国各地の多くの市区町村レベルの社会福祉協議会は､法改正があったにもかかわらず､いままでの
位置づけから脱皮をしきれていないのが現状です｡･･-･市区町村レベルの社会福祉協議会は今後の
課題として､
① 地域福祉共済的機能を有した一般住民会員制度の拡充や福祉教育妄推進することにより､また
住民参加による地域福祉計画が策定できるよう住民の関心と理解を深める活動を行うこと
② ボランティア活動を促進し､在宅福祉サービスと協働できるインフォーマルケアの組織化を推
進すること
③ 社会福祉協議会が住民の "福祉駆け込み寺〝になるような､信頼できる福祉総合相談窓口の機
能をもっこと
④ 制度的在宅福祉サービスを行政から受託するが､制度的な在宅サービスを定期的に利用できる
ようになるまでの "福祉リリー フサービス〝などを社協独自に提供するなどして､住民に信頼さ
れる､目に見える在宅福祉サービスを展開すること
⑤ 当該区域内の社会福祉施設など関係者の組織化をすすめ､社会福祉サービスが総合的に展開で
きるよう連絡･調整をはかること
などがあげられます｡ - -』と､社会福祉協議会の在り方を提言している｡
この提言にもあるように､社会福祉協議会の今後の課題としている①～⑤が､今後の障害児 (者)
を含めた､全対象者 (例えば､高齢者)にとって重要なことであり､また､｢障害児 (者)自立支
援相談センター (仮称)｣という構想と繋がるものであると考えている｡
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